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【要旨】

本研究では、はじめに地震による雪崩発生事例の収集と雪崩発生条件の分析を行い、斜面積雪の安定性は地震

動の水平震度に依存することを見いだした。つぎに、地震動に対する斜面積雪の応答を把握するために振動実験

を行った。その結果、斜面積雪の応答倍率は、短周期で積雪の高さの増加とともに比例的に大きくなること、雪

質によらず斜面積雪の振動の固有モードは 1 次モードであること、斜面積雪の応答倍率はざらめ雪の方がしまり

雪よりも大きく、かつ湿雪の方が乾雪より大きいことが示された。また、振動実験の結果を用いて、静的解析に

より積雪の安定度を考慮した地震による雪崩発生リスクを評価する技術を提案した。
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1．はじめに 
大規模な地震が発生した場合、被災状況の把握、

救助活動および避難行動を迅速に行う必要がある。

積雪期においては、地震による雪崩発生に伴う通行

止めが、被災状況の把握や救助活動の妨げになる可

能性がある。近年では、2011 年 3 月に発生した長野

県北部地震 1)、2013 年 2 月に発生した栃木県北部地

震 2), 3)によって、実際に雪崩による道路の通行止め

が多発した。そのため、事前に地震によって雪崩が

発生することを想定することが大切であり、いくつ

かの自治体の地域防災計画では、積雪期の地震によ

り雪崩が発生する可能性があることが明記されてい

る。しかし、地震時の雪崩発生条件は未解明であり、

雪崩発生の危険性を判断しうる積雪条件や地震動条

件は示されていない。そこで、地震による雪崩の発

生機構や発生条件を明らかにし、地震時の雪崩発生

リスク評価技術を提案することが、防災・減災のた

めの対策強化に資するものと考えられる。

地震によって誘発された雪崩は、アメリカ合衆国

アラスカ州、ヒマラヤ西部、ロシア連邦サハリン、

スイスおよび日本などで報告されている 1)-8)。これら

の雪崩事例を用いて、Podolskiy ら(2010)4)は、地震誘

発雪崩の発生条件として、雪崩の発生と地震の規模

や震源からの距離との関係を調べた。また、上石ら

(2012)1)は 2011 年 3 月 12 日のマグニチュード 6.7 の

長野県北部地震、松下ら(2014)2)は 2013 年 2 月 25 日

のマグニチュード 6.3 の栃木県北部で発生した雪崩

の発生区で積雪断面観測を行い、それに基づいて地

震時の斜面積雪の安定度について検討を行った。な

お、地震動を考慮した斜面積雪の安定度に関しては、

Chernouss ら(2002)9)、松澤ら(2007)10)、Pérez-Guillén
ら(2014)8)による理論検討がなされている。加えて、

千葉ら(2015)11) は、斜面積雪を質点系せん断型モデ

ルに置き換え、地震応答解析を実施している。しか

し、実際の地震時の雪崩発生箇所における積雪観測

データが限られるため、その検証は十分ではない 12)。 
地震時の斜面積雪を想定した、雪塊を使った振動

実験に基づく解析事例についても報告されている。

Podolskiy ら(2010)13)は、地震動による積雪の破壊が

弱層の引張破壊によって生じることを示している。

上石ら(2012)14)は、弱層を含む積雪の破壊について、

水平振動の方が垂直振動よりも影響を受けやすい可

能性があることを示している。松下ら(2013)15)は、積

雪層が引っ張られる方向の加速度が、圧縮される方

向の加速度よりも大きいことを示している。 地震に

よる雪崩の発生機構について、先述 8)-10)の地震動を

考慮した斜面積雪安定度の評価手法では、地震動に

よる地表面の加速度がそのままの大きさで斜面積雪

に作用すると仮定されている。しかし、地震動によっ

ては、斜面積雪の加速度が地表面の加速度より大き

くなる可能性や、雪質の違いによる差異も考えられ

る。このことから、積雪状態と地震動との基礎的な

関係を解明することが必要と考えられる。

本研究では、地震による雪崩の発生機構を解明す
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るために、はじめにこれまで報告された地震による

雪崩発生事例のうち、雪崩発生箇所の積雪観測デー

タが得られている事例 1), 2), 6), 7)の整理を行い、斜面積

雪の安定度の考え方に基づいて、地震による雪崩発

生条件の事例分析を行った 12)。つぎに、振動模型実

験により斜面積雪の雪質や振動の違いによる地震応

答性状を調べ、その特徴をとりまとめた。加えて、

これらの分析および実験の結果を用いて、静的解析

により積雪の安定度を考慮した地震による雪崩発生

リスクを評価する技術を提案した 16)。なお、本研究

では横揺れの地震動のみを対象とし、せん断破壊に

よる雪崩を想定する。 
 

2．事例分析 
2．1 地震時の雪崩発生事例の収集 

地震によって発生した雪崩事例のうち、雪崩の種

類や積雪密度等の積雪観測データが示されている事

例のみを整理した（表－1）。すべて日本における事

例であり、1978 年 2 月の宮城県沖地震 6)、2001 年 1
月の新潟県中里村の地震 7)、2011 年 3 月の長野県北

部地震 1)、2013 年 2 月の栃木県北部地震 2)によって

発生した雪崩事例である。日本以外でも地震によっ

て発生した雪崩は報告 13)されているが、雪崩発生箇

所の積雪観測データがないので表からは除外した。 
表－1 より、6 事例のうち 5 事例が表層雪崩、残り

1 事例が全層雪崩であり、乾雪と湿雪がそれぞれ 2
事例で乾湿不明が 2 事例である。雪崩のすべり面の

積雪は、こしもざらめ雪やぬれざらめ雪からなり、

これらは積雪の中でも強度が小さい弱層と呼ばれる。

また、雪崩となって崩れた積雪の深さは、0.55～
1.00m、積雪密度は 160～330kg/m3である。地震規模

を示すマグニチュードは 5.3～6.7 で、表中の地震動

の水平震度は、雪崩発生箇所の最寄りの施設で観測

された地震動の水平加速度の最大値と重力加速度

（＝9.8 m/s2）の比である。水平震度が 1 より大きい

場合は、地震動の水平加速度が重力加速度より大き

いことを意味する。その他、表－1 には積雪のせん

断強度等が示されているが、これらは 2.2 節で説明

する。 
2．2 斜面積雪の安定度について 

2．2．1 斜面積雪の安定度 
自然状態の斜面積雪の安定度 SI は、式(1)に示すよ

うに、対象とする積雪層のせん断強度Σsとそれに働

くせん断応力σn sinψ の比（図－1 a）によって表され、

安定度 SI が小さいほど斜面積雪が不安定であり、斜

面における積雪安定性評価および雪崩発生の目安と

して用いられている 17), 18)。 

ψσ sinn

sSI Σ
=                    (1) 

ここで、ψ は斜面勾配(ﾟ )、Σsは弱層など対象とす

る積雪層のせん断強度(N/m2)、σnは単位面積あたり

の弱層上の積雪荷重(N/m2)で、弱層上の積雪層の厚

さ D(m)と密度ρ(kg/m3)および重力加速度 g(m/s2)か
ら求められる（式(2)）。 

Dgn ρσ =                       (2) 

表－1 地震によって発生した雪崩事例 

発生年月日と
震源地

規模
水平
震度

雪質
せん断
強度

荷重 厚さ 深さ 密度

a ψ Σ s σ n D H ρ
(M) (km) (ﾟ ) (N m-2) (N m-2) (m) (m) (kg m-3)

1978山形県大蔵村6) 1978年2月20日
宮城県沖

6.7 0.10 24 表層 45 ざらめ雪 ※１ 910 1109 0.71 1.00 160
山形県大蔵村二の曲
（雪崩発生箇所から700m）

2001新潟県中里村7) 2001年1月4日
新潟県中里村

5.3 0.33 15 全層 40 ざらめ雪
（積雪底面）

※２ 1564 1530 0.70 0.91 224
新潟県塩沢町
（雪崩発生箇所から12km）

2011長野県北部①1) 15
湿雪
表層

35 ざらめ雪 1580 1204 0.61 0.75 ※３ 200 新潟県十日町市孟地

2011長野県北部②1) 6
湿雪
表層

25 ざらめ雪 780 1817 0.56 0.62 ※３ 330 新潟県十日町市野中

2013栃木県北部①2) 乾雪
表層

42
こしも

ざらめ雪
1505 741 0.41 0.55 185 栃木県日光市奥鬼怒

2013栃木県北部②2) 乾雪
表層

42
こしも

ざらめ雪
2886 1631 0.74 1.00 224 栃木県日光市奥鬼怒

※１　積雪の密度とせん断強度の関係式からの推定値
10)

。

※２　積雪底面の最大静止摩擦力の計算値
7)
。

※３　文献
1)
の図からの読み取り値。

雪崩のすべり面上の積雪
積雪観測場所

（備考）

2011年3月12日
長野県北部

6.7 0.72

2013年2月25日
栃木県北部

6.3 1.25 4

事例

地震 強震度観
測所と

雪崩発生
箇所の
距離

雪崩
種類

斜面
勾配

雪崩のすべり面の積雪
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式(1)の斜面積雪の安定度 SI における雪崩発生の臨

界値は、実際の斜面では、積雪の側面等の繋がりに

よる影響などがあるため、必ずしも 1とはならない
17)。そのため、実際の雪崩発生事例を用いた安定度

SI の臨界値の検討が行われている。例えば、北海道

の道路における雪崩発生事例について、雪崩発生時

の安定度 SI を積雪変質モデルを用いて調べた結果
18)によると、雪崩は、積雪の安定度 SI が 2.5 以下の

時に発生する傾向にあり、2.0 以下に低下すると雪崩

発生数が著しく増加する。また、カナダでは、安定

度 SI の雪崩発生の目安として、1.5 程度の値が示さ

れている 19)。よって、本章では、斜面積雪の安定度

が 1.5 以下となる場合を雪崩が発生する閾値と考え

る。 

2．2．2 地震動を考慮した斜面積雪の安定度 
地震動を考慮した斜面積雪の安定度 SIE は、式(1)

に地震動の水平震度 a（図－1 b）を外力として加え

た式(3)により表される 1), 2), 6), 7)-10)。 
 

( )ψψσ cossin a
SI

n

s
E +

Σ
=               (3) 

 

ここで、積雪のせん断強度ΣSは、積雪粒子の粘着力

と内部摩擦力の和であり（モール・クーロンの破壊

条件）、内部摩擦力は水平震度に依存する値 2), 8)-10)

であるが、ここでは、地震時の雪崩発生条件の初期

検討であることから、せん断強度ΣSは水平震度 a に

よらず一定とみなした。また、式(3)の水平震度aは、

地震時の盛土の安定性評価 20)や道路施設の耐震性に

関する検討 21)で用いられており、本研究でも地震動

の水平震度 a を用いて地震時の雪崩発生条件を検討

する。 

2．2．3 積雪のせん断強度について 
式(1)や式(3)の斜面積雪の安定度において、積雪の

せん断強度Σsが重要となる。せん断強度Σsが未知な

場合は、雪質や雪の乾湿に応じて、せん断強度Σsと

密度 ρの関係が得られており 22), 23) 、積雪密度 ρと
の関係式から求められる。例えば、同じ密度の場合、

乾いた新雪やしまり雪のせん断強度は大きく、湿雪

や弱層となる雪のせん断強度は小さい。最もせん断

強度が大きい乾いた新雪やしまり雪のせん断強度は

式(4)22)が得られており、降雪粒子等からなる弱層の

せん断強度の例として式(5)23)が得られている。 

（弱層がない場合 22)） 91.241040.9 ρ−×=Σs  (4) 

（弱層がある場合 23)） 
73.1

917
5.14 






=Σ

ρ
s

  (5) 

2．3 斜面積雪の安定度の計算結果 

2．3．1 地震動の水平震度と斜面積雪の安定度 
図－2 は、各地震誘発雪崩事例の斜面積雪の安定

度を計算した結果であり、地震動の水平震度 a を考

慮した安定度 SIE（式(3)）と考慮しない安定度 SI（式

(1)）を比較したものである。なお、2001 新潟県中里

村の全層雪崩の事例では、積雪せん断強度Σsの代わ

りに積雪底面の静止摩擦力 7)を用いて計算した。こ

れらの事例のうち、斜面積雪の安定度 SI（図の横軸）

が 1.5 以下の事例があり、これらは、地震発生前に

すでに斜面積雪が不安定な状態にあったと考えられ

る 1)。一方、斜面積雪の安定度 SI が 1.5 以上の事例

では、地震動の水平震度 a を考慮した安定度 SIEは

1.5 以下になった。これらの事例は、地震発生前は比

較的安定していた斜面積雪が、外力として地震動が

加わることで不安定となり、雪崩が発生したと考え

られる。 
図－3 は、地震動を考慮した斜面積雪の安定度 SIE

と地震動を考慮しない斜面積雪の安定度 SI との差

（SIE－SI）を、地震動による安定度の低下量と考え

て、地震動の水平震度 a との関係を示したものであ

ψ

a

-a sinψ

雪面

弱層

雪面

ψ

弱層

D
H

σn

σncosψ

b

a

 

図－1 斜面積雪に作用する力 
(a) 斜面積雪の荷重と強度、(b) 地震動の水平震度 
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る。図－3 より、地震動の水平震度が大きいほど、

斜面積雪の安定度が低下する割合が大きい。6 事例

のみの関係であるが、地震動による斜面積雪の安定

度のおおよその低下量として、水平震度が 0.5 のと

き安定度は 0.65 低下し、水平震度が 1.0 のとき安定

度は 1.30 低下した。 
2．3．2 積雪深と水平震度からみた雪崩発生条件 
図－2 より、地震動の水平震度によって斜面積雪

の安定度が小さくなって 1.5 以下となり、雪崩が発

生したと考えられた。ただし、雪崩発生条件を示す

場合、斜面積雪の安定度を指標にすると、積雪観測

データに基づいて斜面積雪の安定度をその都度見積

もる必要があり実用的ではない。そこで、斜面積雪

の安定度SIEが1.5以下になった場合に雪崩発生の可

能性が高くなると考え、式(3)をよりわかりやすい指

標、つまり積雪深 H （＝ D / cosψ、図－1 a 参照）

を指標として、地震時の雪崩発生条件を示すことを

検討する。式(3)を、SIE＝1.5 の条件で、弱層上の積

雪深 H について整理すると式(6)となる。 

 

( ) ψψψρ coscossin5.1 ag
H s

+
Σ

=         (6) 

 
図－4 は、式(6)に表－1 の各事例の積雪観測デー

タを代入して、斜面積雪の安定度 SIEが 1.5 となると

きの弱層上の積雪深Hと地震動の水平震度aの関係

を示したものである。図中の曲線の上側は、斜面積

雪の安定度SIEが1.5以下となり雪崩発生の可能性が

高いことを示し、各事例（図中のプロット）はすべ

て雪崩発生の判定となる。よって、斜面積雪の安定

度の考え方に基づいた式(6)を活用することで、積雪

深と水平震度を指標に地震時の雪崩発生条件を示す

ことができると考えられる。ただし、ここでいう積

雪深 H は、厳密には弱層上の積雪深であるが、弱層

が積雪底面付近にあると考えれば、斜面における積

雪深にほぼ等しくなる。つまり、式(6)の積雪深 H を、

 

図－2 斜面積雪の安定度の計算結果 
地震動の水平震度を考慮した安定度 SIE（式(3)）と考

慮しない場合の安定度 SI（式(1)）の比較 

  
図－3 地震による斜面積雪の安定度の低下量と水平 

震度  

 

図－4 地震時の斜面積雪の安定度 SIE が 1.5 となると

きの弱層上の積雪深と地震動の水平震度の関係 
 図中の曲線は、式(6)を用いて表－1 の各雪崩事例の

積雪観測データを入力して計算した結果。図中のプ

ロット（●▲●■）は、各事例の観測値を示す。 
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地震による雪崩発生時件における最小積雪深と考え

て、これと観測された地震動の水平震度との関係か

ら、雪崩発生の有無を推定できると考えられる。 
さらに、図－4 の各地震誘発雪崩事例の発生条件

をまとめて一つの図で表すことを試みたのが図－5
である。式(6)を用いて、図－5a は、斜面勾配ψ＝40 ﾟ

として積雪密度ρを変えて計算した結果であり、図

－5b は、積雪密度ρ＝300 kg/m3として斜面勾配ψを
変えて計算した結果である。積雪のせん断強度Σsは、

積雪内部に弱層が存在することを想定して式(5)か
ら求めた。図－5a から、積雪密度ρが大きいほど、

式(6)から求まる安定度SIE＝1.5の曲線が図の上側へ

移動する。図－5a の場合では、積雪密度 300kg/m3

以下の曲線が、表－1 の地震誘発雪崩事例の発生判

別に比較的よく対応している。一方、図－5b の斜面

勾配ψを変えた場合の計算結果では、斜面勾配によ

る安定度 SIE＝1.5 の条件に差はほとんどみられない。

よって、式(6)を用いて地震時の雪崩発生条件を検討

する場合、斜面勾配ψよりも積雪密度ρをどのように

設定するのかが重要であると考えられる。 
また、図－6 は、積雪のせん断強度Σsを式(4)から

求めた場合の斜面積雪の安定度 SIE＝1.5 の計算結果

である。つまり、積雪内部に弱層が無いと考えた場

合の計算結果である。各地震誘発雪崩事例と比較す

ると、安定度 SIE＝1.5 の曲線は、各事例のプロット

の上側になる。つまり、この図では雪崩は発生しな

いと判断される。よって、地震時の雪崩発生条件を

検討する際は、積雪内部の弱層の存在を想定するこ

とが望ましいと考えられる。 
 

3．振動模型実験 
3．1 実験方法 
振動模型による斜面積雪の応答実験は、寒地土木

研究所石狩吹雪実験場（N43°12′55″、E141°23′23″）
で、2014 年および 2015 年の 1～3 月に行った。観測

項目は、積雪試料（以下、試料という）および振動

台の加速度と、試料の積雪物性（高さ・層構造・粒

度・密度・硬度・雪温）である。 
 はじめに、実験に用いる試料を作成するための雪

塊を、屋外の自然積雪から切り出した（図－7）。こ

の雪塊を幅 40cm×長さ 55cm×高さ 40～70cm 程度の

平行四辺形（対角 60°、120°）の試料に整形した。

建 屋 内 に 設 置 し た 振 動 台 (2m×2m ；

SPTDU-20K085L-50T)上に L 型鋼材により強固に固

定した勾配 30°の合板製斜面模型上(幅 50cm×長さ

55cm)に、積雪層構造が斜面にほぼ平行になるよう

に試料を設置した（図－7）。また、積雪底面の滑り

を防ぐため、斜面には長さ 5cm の釘を縦横 6cm 間隔

で打ち付けた。加えて、加速度（正）側の L 型鋼材

 

 

図－5 積雪安定度 SIEが 1.5 となるときの弱層上の 
積雪深と地震動の水平震度の関係 

(a) 積雪密度ρを変えた場合（斜面勾配ψ= 40 ﾟ）と 
(b) 斜面勾配ψを変えた場合（積雪密度ρ = 300 kg/m3）

の計算結果 

 

図－6 積雪安定度 SIEが 1.5 となるときの弱層上の 
積雪深と地震動の水平震度の関係 

積雪せん断強度Σsを式(4)から求めた場合の計算結果 
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を透明アクリル板と万力で固定のうえ、試料前面と

の空間に試料と同質の雪を充填してふさいだ。つぎ

に、試料内に 3～6 個の加速度計（18×18×24mm3、

40g:ASW-5A）を鉛直高さ方向に約 10～20cm 間隔で

挿入した。なお、実験条件によっては、試料の重量

を増加させることを目的に、質量 15kg の格子状の

ウェイト（幅 30cm×長さ 45cm×高さ 5.3cm）を、質

量 0.075kg/本のコの字型の固定ピン（幅 8cm×長さ

15cm）32 本を用いて、試料の上部に固定した。 
試料および加速度計の設置後、図－7 に示す水平

方向に、振動台の加速度を一定とした周波数 1～
10Hz のスウィープ加振を 3 分間実施し、試料を加振

した。振動台に入力する加速度の範囲は、0.1G～

0.9G(1G=9.81m/s2)とした。試料および振動台の加速

度は、0.04 秒間隔で測定した。 
振動実験の終了後、試料の積雪物性をそれぞれ計測

した。その際、積雪観測ガイドブック「4.積雪断面

観測」16)の手法にしたがった。計測項目と使用機器

（括弧内）は、試料の高さ（折尺）、層構造・雪質・

粒度（折尺、ルーペ (×10)、粒度ゲージ）、密度(100cm3

角型密度サンプラー、電子天秤)、硬度（プッシュプ

ルゲージ（デジタル式荷重測定器））、気温と雪温

（サーミスタ温度計）である。 

3．2 実験結果および考察 
3．2．1 試料の応答特性 
振動実験は、様々な試料の条件、加速度ならびにウェ

イトの有無により計 194 回行った。その結果、振動

実験で得られた試料と振動台との加速度比（以下、

応答倍率という）の最大値をみると、いずれの試料

においても測定した範囲では 10Hz（周期 0.10s）と

なっていた。また、応答倍率は、1Hz から 10Hz に

変化するにつれて入力加速度または重量が大きい場

合、および試料の上層ほど大きい値を示した。振動

数と応答倍率との関係の一例を図－8 に、試料の層

構造および実施年月日を図－9 に示す。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7 振動実験の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－8 応答倍率と振動数の関係（例） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9 試料の層構造、乾雪・湿雪、実施年月日 
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3．2．2 雪質および高さ別の応答倍率 
振動実験の結果を用いて、試料ごとに雪質、積雪

平均密度(kg/m3)と平均硬度（kN/m2)、積雪深(m)、試

料全体の重量(kg)、ウェイトを考慮した換算積雪深

(m)（ウェイトと試料の重量をもとに算定）、入力加

速度(G)、ならびに加速度計の応答倍率の最大値

(10Hz の応答倍率)を記載した、測定結果のプロファ

イルを 800 通り作成した。本研究では、実験時の試

料のうち 50%以上を占める雪質と乾湿をもとに、し

まり雪（乾雪）、しまり雪（湿雪）、ざらめ雪（乾雪）、

ざらめ雪（湿雪）に分類した（図－9）。また、実験

時の加速度計高さを 10～20cm、30～39cm、40～49cm、

50～60cm に分類した。つぎに、雪質および加速度計

高さごとに、目的変数を入力加速度に対する応答倍

率の最大値、説明変数を入力加速度・試料全体の重

量・換算積雪深・積雪深・平均硬度・積雪平均密度

とした項目別の単相関係数を求めた（図－10）。その

結果、いずれの雪質とも入力加速度(G)、重量(kg)、
換算積雪深(m)は、すべての雪質および加速度計高さ

で正の相関関係が得られた。一方、積雪深、平均硬

度、平均密度は、正負または 0 に近い相関関係が見

られた。そこで、表－2 に示す重回帰式を雪質およ

び加速度計の高さごとに作成した。ここで、y は応

答倍率の最大値、x1 は入力加速度(G)、x2 は重量(kg)
である。換算積雪深は、重量をもとに積雪深を求め

ていることから、ここでは重量に包含されているも

のとして扱った。なお、しまり雪（湿雪）は事例数

が少ないため、本解析から除外した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－10 加速度計平均高さと，応答倍率の最大値と各測定項目の相関係数との関係 
               各雪質における加速度計平均高さと N は表－2 を参照 

 

表－2 応答倍率の最大値yと、入力加速度x1および重量x2 

との関係 
加速度計高さ 平均高さ N 重回帰式 R2

10～20cm 15.7cm 140 y =0.116x 1+0.003x 2+0.944 0.452
30～39cm 30.3cm 97 y =0.190x 1+0.005x 2+0.919 0.449
40～49cm 40.7cm 91 y =0.257x 1+0.007x 2+0.868 0.487
50～60cm 54.4cm 77 y =0.399x 1+0.007x 2+0.844 0.407
10～20cm 15.0cm 51 y =0.261x 1+0.005x 2+0.808 0.513
30～39cm 30.0cm 44 y =0.513x 1+0.008x 2+0.676 0.778
40～49cm 40.8cm 49 y =0.546x 1+0.009x 2+0.639 0.523
50～60cm 50.4cm 39 y =0.677x 1+0.011x 2+0.524 0.539
10～20cm 15.0cm 55 y =0.357x 1+0.006x 2+0.761 0.582
30～39cm 30.0cm 48 y =0.577x 1+0.009x 2+0.630 0.554
40～49cm 40.0cm 48 y =0.725x 1+0.011x 2+0.543 0.607
50～60cm 50.0cm 41 y =1.043x 1+0.012x 2+0.442 0.629
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※しまり雪（湿雪）は事例数が少ないため、本解析から除外した。 
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各雪質における試料の重心付近となる加速度計の

高さ 30～39cm のデータを用いて、振動数 10Hz にお

ける応答倍率を 100%とした場合の応答倍率の増加

割合の平均値を 0.5Hz ごとに算出した（表－3）。こ

れによると、各雪質とも 1Hz（周期 1.0S）では 0％
つまり振動台と同様の加速度であるのに対し、10Hz
（周期 0.10S）に変化するにしたがい増加すること

が示されている。特に、5Hz（周期 0.20S）から 10Hz

（周期 0.10S）にかけて約 80％、9Hz（周期 0.11S）
から 10Hz にかけて約 25％の増加が見られる。雪質

による顕著な増加傾向の差異は認められなかった。

また、しまり雪と比較してざらめ雪のほうが標準偏

差は大きく、試料によるバラツキが見られた。また、

これらの関係を求めたところ表－4 に示す結果を得

た。 
3．2．3 斜面積雪の応答倍率の試算 
表－2 を用いて、任意の加速度(G)を x1に、雪質

ごとの平均的な積雪重量を x2に代入して、応答倍率

の最大値を算出した。積雪重量は体積と密度を乗じ

て求められる。体積は、実験時の試料の断面積の平

均値(0.176m2)と、換算積雪深の平均値（しまり雪（乾

雪）0.689m、ざらめ雪（乾雪）0.658m、ざらめ雪（湿

雪）0.624m）を乗じて求めた。密度は、雪氷辞典 24)

を参照し、しまり雪(乾雪)がしまり雪・こしまり雪

の密度 150～500kg/m3の平均である 325kg/m3、ざら

め雪（乾雪）はざらめ雪の密度 300～500kg/m3 の平

均である 400kg/m3、ざらめ雪（湿雪）は上記密度の

最大値である 500kg/m3を採用した。これらを用いて、

しまり雪（乾雪）は 39.4kg、ざらめ雪（乾雪）は 46.3kg、
ざらめ雪（湿雪）は 54.9kg を平均的な積雪重量とし

た。表－2 の重回帰式と加速度、上記で求めた平均

的な積雪重量を用いて、加速度計の高さごとに応答

倍率を求め、プロットした（図－11）。あわせて、入

力加速度ごとに、プロットされた応答倍率を線形で

近似した。その結果、加速度計の各高さと応答倍率

との間に比例関係が見られ、上層ほど加速度が増加

していた。このことから、雪質によらず斜面積雪を

想定した試料の固有モードは 1 次モードであること

がわかる。また、加速度 0.2G では、加速度計高さに

対する応答倍率の分布形状はしまり雪、ざらめ雪と

 表－3 10Hzにおける応答倍率の増加割合を100%とした

場合の応答倍率の増加割合 

平均値
標準
偏差

平均値
標準
偏差

平均値
標準
偏差

1.00 1 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
0.50 2 2.4% 1.6% 2.7% 1.4% 2.3% 1.2%
0.33 3 6.7% 2.5% 6.7% 2.3% 6.2% 2.1%
0.25 4 12.9% 3.2% 12.3% 3.3% 11.6% 3.2%
0.20 5 21.1% 3.6% 19.7% 4.5% 18.8% 4.6%
0.17 6 31.3% 4.3% 29.2% 5.8% 27.9% 6.1%
0.14 7 44.1% 4.8% 41.1% 6.8% 39.5% 7.4%
0.13 8 59.5% 4.8% 56.4% 7.3% 54.3% 8.1%
0.11 9 77.7% 3.8% 75.3% 6.1% 73.6% 6.9%
0.10 10 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

周期
S

周波数
Hz

しまり雪
（乾雪）
N = 97

ざらめ雪
(乾雪)
N = 44

ざらめ雪
（湿雪）
N = 48

 
※加速度計高さ30-39cmのデータによる  

 
表－4 10Hzを100%とした場合の応答倍率の増加割合y(%) 

と、周波数xとの関係 

雪質 N 関係式 R2

しまり雪（乾雪） 97 y =0.041x 2.41 0.989
ざらめ雪（乾雪） 44 y =0.045x 2.34 0.992
ざらめ雪（湿雪） 48 y =0.041x 2.37 0.994  

※加速度計高さ30-39cm、1.0-10Hzのデータによる  
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 実験結果に基づく斜面積雪の高さと応答倍率との関係 (10Hz) 
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もほぼ同様である。一方、0.4G 以上では、ざらめ雪

の応答倍率がしまり雪よりも大きく、ざらめ雪（湿

雪）の応答倍率がざらめ雪（乾雪）より大きくなる

結果となった。 
3．2．4 雪質ごとの応答倍率の差異 
高さ 30～39cm、入力加速度 0.5G における試料の

重量ごとの応答倍率と、平均硬度および密度との関

係を図－12 に示す。この結果、しまり雪（乾雪）で

は、平均密度、硬度、重量の増加に伴って応答倍率

が増加している。一方、ざらめ雪（乾雪、湿雪）で

は、上記のような相関性は見られない。また、ざら

め雪はしまり雪よりも密度が高く、応答倍率の大き

いデータが多い。 

3．2．5 まとめ 
上記および 3.2.3 節で得られた結果について、雪質

と乾湿により応答倍率に差異が出た原因について以

下に推察する。積雪は、作用する力が小さく、かつ

作用時間が短い場合は、弾性体とみなすことができ

る 25)。本振動実験では水平方向に加振してせん断力

を与えているので、それに対する弾性（剛性）は次

のように考えられる。山野井・遠藤(2002) 22)は、乾

いた新雪・こしまり雪・しまり雪、および乾きざら

め雪のせん断強度を密度のべき乗の関数で示し、乾

きざらめ雪は乾いた他の雪質に比べるとせん断強度

が小さく、濡れ雪のせん断強度は乾き雪より小さい

ことを示している。また、木下(1960) 26) は、乾き雪

の硬度を密度のべき乗の関数で示している。しまり

雪（乾雪）の場合、密度の増加により硬度やせん断

強度が増加する。このことで、水平力に対する剛性

が高くなるが、重量も同様に増加することから、そ

の影響により図－12 では応答倍率が大きくなった

ものと考えられる。一方、ざらめ雪（乾雪）では、

しまり雪よりもせん断強度が小さいため、水平力に

対するせん断ひずみがしまり雪よりも大きくなる。

加えて、重量も影響を与えるため、入力加速度が大

きくなるにしたがい、しまり雪よりも応答倍率が大

きくなったと考えられる（図－11）。また、ざらめ雪

（湿雪）になると、この傾向がより顕著になった。 
 

4．地震による雪崩発生リスク評価技術の提案 
ここでは、2 章の事例分析、および 3 章の振動実

験の結果を用いて、地震動を考慮した斜面積雪の安

定度 SI(Stability Index)を用いた雪崩発生リスク評価

技術を提案した。 
4．1 斜面積雪の安定度 

式(7)は、式(1)で示した自然状態の斜面積雪の安定

度 SI について、せん断強度 Σs をモール・クーロン

の破壊条件で表したものである（図－13 (a)）。 

ψσ
ψσ

ψσ sin
φtancos

sin n

n

n

s CSI +
=

Σ
=  (7) 

前野・黒田(1986) 25)は、低密度の雪や垂直荷重 σnが

大きい場合、雪の圧縮性のため厳密には適用できな

いとしている。しかし、Nakamura(2010) 27)らによれ

ば、低密度の雪でも成り立つことが示されている。

よって、この研究では、すべての雪質に対してモー

ル・クーロンの破壊条件が成り立つとする。C は積

雪粒子の凝集力(N/m2)で、ここではせん断強度指数

SFI(Shear Frame Index)の測定値を用いることとする。

また、tanφは雪粒子の内部摩擦係数である。 
なお、本章では 2.2.1 節で示した資料をもとに、斜

面積雪の安定度 SI が 2.0 以下を雪崩発生の目安と考

え、1.5～2.0 を発生危険度小、1.0～1.5 を発生危険度

中、1.0 以下を発生危険度大とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※加速度計高さ30-39cm，入力加速度0.5G，ウェイト無しの 

 データ 図中の凡例は、試料の重量を示す 

図－12 応答倍率と平均密度、硬度との関係 

1.0

1.5

0 200 400 600
平均密度（kg/m3）

30-40kg

40-50kg

0 100 200 300
平均硬度（kN/m2）

10-20kg

20-30kg

30-40kg

40-50kg

50-60kg

0 100 200 300
平均硬度（kN/m2）

30-40kg

40-50kg

1.0

1.5

0 200 400 600
平均密度（kg/m3）

10-20kg

20-30kg

30-40kg

40-50kg

50-60kg

N=6(乾雪)白 
N=6(湿雪)黒 

応
答

倍
率

N=6(乾雪)白 
N=6(湿雪)黒 

N=18(乾雪) N=18(乾雪) 

ざらめ雪 

しまり雪 

応
答

倍
率



地震による雪崩発生リスク評価技術に関する研究 

4．2 地震動を考慮した斜面積雪の安定度 
地震時の斜面積雪の安定度 SIEは、式(7)に 2.2.2 節

で検討した地震動の水平震度 a（図－13 (b)）を外力

として加えた式(8)により表される 1), 2), 4), 10)。 

)cos(sin
tan)sin(cos

ψaψσ
φψaψσCSI

n

n
E +

−+
=        (8) 

なお、水平震度 a は、重力加速度 g(gal)に対する地

震動の水平加速度(gal)の比、すなわち水平加速度(G)
である。また、3 章で得た斜面積雪の固有モードが、

振動実験条件よりも大きい積雪深でも成り立つと仮

定すると、任意の積雪深さ H’および周波数 f の水平

震度 a’は式(9)により表される。 

( ){ }11' 10 +−= IRSRaa Hz          (9) 

ここで、SR10Hzは 10Hz における斜面積雪高さ H’の
応答倍率（表－2、図－11）、IR は 10Hz を 100%とし

た場合の応答倍率の増加割合（表－4）である。 
式(8)に加えて、松澤ら(2007)10)は、地震時の盛土

法面の安全率評価方法を参考として、地震動と斜面

積雪上部に作用した雪粒子の結合による張力(引張

破壊強度)を考慮した斜面積雪の安定度SIE’を提案し

た。本研究では、松澤らの式に上記の水平震度 a’を
考慮した式(10)を提案する。 

)cos'(sin
Σtan)sin'(cos'

ψaψLσ
DφψaψLσCLSI

n

tn
E +

+−+
=   (10) 

ここで、L は斜面積雪の長さ(m)、Σtは雪の引張破壊

強度(N/m2)、D は弱層より上部の積雪の厚さ(m)であ

る。 
4．3 地震発生時の斜面積雪の安定度 
ここでは、2 章の事例分析結果のうち、表層雪崩

かつ防災科学研究所強震観測網（K-NET、KiK-net）
より最大加速度(gal)と周波数(Hz)が得られている前

述の地震（表－5）について斜面積雪の安定度を試算

した。なお、雪崩すべり面より上部の積雪は、長野

県北部地震はざらめ雪 1)、栃木県北部地震はしまり

雪が主体のため 2)、ここでは Watanabe(1977)28)の各雪

質における引張破壊強度の関係式を用いた（式(11a, 
11b)）。 

)(1078.7 60.23 ざらめ雪ρ−×=Σt        (11a) 

)(1040.3Σ 24.34 しまり雪ρt
−×=         (11b) 

上記をもとに、各地震誘発雪崩発生事例の斜面積雪

安定度を計算した。図－14 左は、応答倍率を考慮し

た水平震度 a’を用いた安定度 SIE’（式(10)）と、考

慮しない安定度 SI（式(7)）を比較したものである。

これらの事例のうち、SI（図の横軸）が 1.5 以下（発

生危険度中以上）の事例があり、地震発生前から斜

面積雪が不安定な状態にあったと考えられる 1)。一

方、SI が 1.5 以上の事例では、SIE’は 1.5 以下となっ

た。つまり、これらの事例は、地震発生前は比較的

安定していた斜面積雪が、外力として地震動が加わ

ることで不安定となり、雪崩が発生したものと考え

られる。また、図－14 右は、式(10)による SIE’（図

の縦軸）と、式(4)に地震動の水平震度 a を代入した

SIE’（松澤ら 11)の式、図の横軸）を比較したもので

ある。両者の違いは、求められる SIE’の差として表

され、長野県北部地震（周波数 11.2Hz）では①が 0.95、
②が 0.99 低下した。また、栃木県北部地震（周波数

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13 斜面積雪に作用する力 
(a) 斜面積雪の荷重と強度、(b) 地震動の水平震度 

表－5 地震によって発生した雪崩事例の条件 
  

a
雪面

L

ψ

弱層

D
H

σn

σncosψ
H'

Hs

ψ

a

-a sinψ

雪面

弱層

b

強震度観 積雪観測場所

発生年月日と 規模 水平 周波数 測所と 雪崩 斜面 長さ 雪質 凝集力 荷重 厚さ 深さ 密度 主体となる 深さ 密度 主体となる (備考)
震源地 震度 雪崩発生 種類 勾配 雪質 雪質

a f 箇所の
※1 ※1 距離 ψ L C σ n D H ρ H' ρ'

(M) (Hz) (km) (°) (m) (N/m2) (N/m2) (m) (m) (kg/m3) (m) (kg/m3)
湿雪

表層

湿雪

表層

乾雪 こしも

表層 ざらめ雪

乾雪 こしも

表層 ざらめ雪

　   

栃木県日光市奥鬼怒

2013栃木県北部② 42 9.5 2890 1626 0.74 1.00 224 栃木県日光市奥鬼怒

4
42 9.5 1510 7442013栃木県北部①

2013/2/25
栃木県北部

6.3 1.25 4.3
316

しまり雪

0.41 ざらめ雪（乾雪）

新潟県十日町市孟地

2011長野県北部② 6 25 10※2 ざらめ雪 780 1813 0.56 0.62 330※2 新潟県十日町市野中

ざらめ雪（湿雪）

2.04 330※3 ざらめ雪（湿雪）

2011長野県北部①
2011/3/12

長野県北部
6.7 0.72

事例

地震 雪崩すべり面の積雪

11.2
15 35 10※2 ざらめ雪

雪崩すべり面より下部の積雪雪崩すべり面より上部の積雪

ざらめ雪1178 0.61 0.75 197※2

0.99

ざらめ雪

しまり雪

1580

0.55 185

0.66 224 ざらめ雪（乾雪）

1.62 197※3

※1　水平震度aは最大値、周波数f は水平震度最大値での値を示す ※2 文献1)の図からの読み取り値。 ※3 データがないため、上部の積雪の密度を代用した1)。
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4.3Hz）では、①が 0.15、②が 0.11 低下した。以上

より、地震動が短周期である場合、また弱層より下

部の積雪深 H’が大きい場合（表－5）に低下量は大

きくなることが示された。 
 
3．3．4 積雪深と水平震度からみた雪崩発生危険

度の試算 
雪崩発生条件を示す場合、斜面積雪の安定度を指

標にすると、積雪観測データに基づいて斜面積雪の

安定度をその都度見積もる必要があり実用的ではな

いと考えられる。ここでは、斜面積雪の安定度SIE’
が2.0以下になった場合に雪崩発生の危険度が段階

的に高くなると考え、式(10)をもとに斜面積雪深

Hs(m)（図－13 (a)参照）を指標として、雪質を考慮

した地震時の雪崩発生危険度を示すためのケースス

タディを行った。ここでは面発生乾雪表層雪崩を想

定し、図－13 (a)に示すモデル斜面について、しまり

雪層内に弱層となるこしもざらめ層が存在し、周波

数10Hzの地震動（横揺れ）によってせん断破壊する

ことによりその弱層から上部の積雪（しまり雪層）

が流下する雪崩が発生すると仮定する。密度は、し

まり雪が325kg/m3（3.2.3節参照）、こしもざらめ雪は

密度200～400kg/m3の最小値である200kg/m3とする
24)。また、斜面勾配ψは、面発生乾雪表層雪崩の多く

が30～45°で発生し、その頻度のピークは40°付近に

あることから29)、ここでは40°を採用した。加えて、

式(10)で用いられる各変数を以下のように設定した。 
積雪層内の弱層における雪粒子の凝集力C (N/m2)

は、Watanabe28)による弱層上の積雪荷重がない状態

で測定したせん断強度Σsの関係式を用いた（式(12)）。
この場合、式(7)より積雪荷重σn が0となるため、Σs = 

Cと見なすことができる。 

)(1056.3 36.35 こしもざらめ雪ρ−×=C      (12) 

式(12)にこしもざらめ雪の密度200kg/m3を代入し、C 
= 1918N/m2を求めた。 
内部摩擦係数tanφは、新雪、こしまり雪、こしも

ざらめ雪の場合において考慮され、それ以外の雪質

では無視できる22), 23)。既往研究によると、新雪では

tanφ=0.46～2.010), 30)、こしまり雪ではtanφ=0.2310)、こ

しもざらめ雪ではtanφ=0.2131)である。ここでは、こ

しもざらめ雪を弱層とするため、内部摩擦係数を

0.21に設定する。 

弱層より上部の積雪の厚さ D (m)は、McClung and 
Schaerer による面発生乾雪雪崩の 200 件の事例から

得た、スラブ（弱層より上部の積雪）厚さの出現頻

度分布の大よそ平均値である 0.60m を採用した 29)。 
単位体積あたりの弱層上の積雪荷重σn (N/m2)は、

しまり層の密度(325kg/m3)に、弱層より上部の積雪

の厚さD = 0.6mと重力加速度gを乗じて、σn = 1911 
N/m2とした。 
弱層より上部の雪の引張破壊強度 Σt (N/m2)は、し

まり雪における引張破壊強度を求める式(5b)をもと

に、Σt = 46771N/m2を求めた。 
斜面積雪の長さ L (m)は、10m および 20m の条件

で計算した。また、任意の積雪深さ H’および周波数

f の水平震度 a’は式(9)および表－2、図－11 により求

めた。なお、任意の積雪深さ H’は式(13)で求められ

る。 

ψcos
' DHsH −=                (13) 

図－15 は斜面積雪の長さが 10m、および図－16
は斜面積雪の長さが 20m における、斜面積雪の安定

度 SIE’ が 1.0、1.5 および 2.0 となるときの積雪深 Hs
と地震動の水平震度 a との関係を示したものである。

図中の曲線の上側は、斜面積雪の安定度 SIE’が 2.0
以下であり、積雪深の増加に伴い SIE’が 1.0 以下と

なるにつれて雪崩発生の可能性が段階的に高くなる

ことが示された。また、水平震度や斜面積雪の長さ

が大きくなるにつれて、雪崩発生危険度が高くなる

積雪深が小さくなった。 
以上より、斜面積雪の安定度の考え方に基づいた

式(4)に各変数を設定のうえ活用することで、積雪深

Hsと水平震度aを指標に地震時の雪崩発生危険度を

示すことができると考えられる。また、弱層が積雪

 

 

 

 

 

 

 

 

図－14 斜面積雪の安定度の計算結果 左:応答倍率を

考慮した水平震度a’を用いた安定度SIE’(式(10))
と考慮しない場合のSI(式(7))との比較 右:式
(10)においてa’を代入したSIE’とaを代入した

SIE’との比較 
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底面付近にあると考えれば、適切な摩擦係数を与え

ることで全層雪崩の評価も可能になると考えられる。 

 
4．まとめ 
本研究では、はじめに過去に発生した地震時の雪

崩事例の収集と雪崩発生条件の分析を行い、斜面積

雪の安定度は地震動の水平震度に依存することを見

いだした。つぎに、地震動に対する斜面積雪の応答

を把握するために振動実験を行った。その結果、斜

面積雪の応答倍率は、短周期で積雪の高さの増加と

ともに比例的に大きくなること、雪質によらず斜面

積雪の振動の固有モードは 1 次モードであること、

斜面積雪の応答倍率はざらめ雪の方がしまり雪より

も大きく、かつ湿雪の方が乾雪より大きいことが示

された。また、振動実験の結果を用いて、地震時に

おける積雪深 Hs と水平震度 a を指標とした雪崩発

生リスクを評価する技術を提案した。 
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図－16 積雪深 Hs と地震動の水平震度 a との関係 
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Abstract ：In this study, the authors examined occurrence conditions using previous earthquake-induced 
avalanches, and revealed that the stability of the snowpack on the slope was depended on the horizontal 
seismic motion. Subsequently, a vibration experiment was conducted to understand the seismic response of 
the snowpack on a slope. The following were found. 1) The dynamic magnification factor of a snowpack on 
a slope increases linearly with increase in the height of the snowpack when the input seismic motion has a 
short period. 2) Regardless of the snow grain shape, the natural mode of a snowpack on a slope is the 
primary mode. 3) The dynamic magnification factor is greater for melt forms than for rounded grains, and 
is greater for wet snow than for dry snow. Using the results of this experiment, we suggest the method that 
estimates earthquake-induced avalanche risk assessment that incorporate the stability of the snowpack on 
the slope by using the modified static lateral force method. 

 
Key words : Earthquake-induced avalanche, Risk assessment, Vibration experiment, Seismic response 
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